協　定　書
　　 越谷市障害者等日中一時支援事業実施要綱（以下「要綱」という｡）の規定に基づく日中一時支援事業（以下「事業」という｡）の円滑な実施を目的に、サービスの提供について、越谷市（以下「甲」という｡）と（法人名）　　　　　　　　（以下「乙」という｡）とは、次の条項により協定を締結する｡
　（総則）

第１条　乙は、要綱の規定に基づき障がい者等（以下「丙」という。）に対してサービスの提供をするものとする。

２　乙は、丙から甲が交付した利用決定通知書・日中一時支援事業管理票（以下「通知書等」という｡）の提示を受けたときは、その内容に基づき、サービスの提供をしなければならない。

３　乙は、サービスの提供にあたり、丙に対して懇切丁寧を旨とし、誠実に対応しなければならない｡

４　甲は、事業の実施上必要な場合、乙に対してサービスの提供に関する指示を行うことができる。この場合において、乙は、当該指示に従いサービスの提供をしなければならない。

　（業務の内容の変更、中止）

第２条　甲は、必要があるときは、事業の内容を変更し、又は事業の実施を中止することができる。この場合において、乙は変更後の内容に基づきサービスの提供を行うものとする。

　（権利義務の譲渡等）

第３条　乙は、この協定により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ、又は担保に供してはならない。ただし、甲の書面による承諾を得た場合は、この限りではない。

（損害のために必要を生じた経費の負担）

第４条　サービスの提供に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）のため必要を生じた経費は、乙の負担とする。

（費用）

第５条　乙が丙に対して行ったサービスの提供に要する費用の額は、要綱の別表に定めた額とする。

　（費用の負担）

第６条　乙は、サービスの提供に要した費用について、前条に規定された額に対し、通知書等に記載された負担割合を乗じた額（１０円未満切捨て）を丙が負担すべき額とし丙に求めるものとする。

２　前項の規定による丙が負担すべき額を控除した残額については、甲が負担するものとする。

　（請求）

第７条　乙は、前条の第２項の規定による費用の負担を求める場合は、甲の指定する手続きに従い一月分を取りまとめ、翌月１０日までに請求するものとする。

（支払い）

第８条　甲は、前項の規定による請求を受けたときは、翌月末日までに当該請求金額を乙に対して支払うものとする。

（帳簿等の保存）

第9条 乙は、この協定による帳簿及び関係書類を５年間保存しなければならない｡
（調査等）

第１０条　甲は、必要があると認めるときは、乙に対してサービスの提供の状況について調査し、又は報告を求めることができる｡
（個人情報の保護）

第１１条　乙は、この協定による事務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない｡

（甲の解除権）

第１２条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この協定を解除することができる｡

(1) その責めに帰すべき事由により、協定を完全に履行する見込みがないと明らかに認められるとき。

(2) 前号に掲げる場合のほか、この協定に違反し、その違反により協定の目的を達成することができないと認められるとき。

２　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、何らの通知又は催告を要せず、即時に協定を解除することができる。
(1) 要綱第５条の規定によるとき。

(2) 手形又は小切手が不渡りとなったとき又は仮差押、差押、仮処分若しくは競売の申立てがあったとき。
(3)  公租公課を滞納して督促を受けたとき又は保全差押を受けたとき。
(4)  破産、再生手続開始、会社整理開始若しくは会社更生手続開始の申立てがあったとき又は清算に入ったとき。
(5)  解散又は営業の全部若しくは重要な一部の譲渡を行おうとしたとき。

（協定期間）

第１３条　この協定の有効期間は、この協定締結の日から令和６年３月３１日までとする｡
２　この協定の有効期間満了の１ヶ月前までに甲、乙いずれか一方から何らかの意思表示がなされないときは、この協定はその有効期間終了の翌日から１年間延長するものとし、以後も同様とする。
（定めのない事項）
第１４条　この協定書に定めのない事項について疑義が生じた場合は、必要に応じて甲乙協議して定めるものとする。

　この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各自１通を保有するものとする｡

　　令和　　年　　月　　日

埼玉県越谷市越ヶ谷四丁目２番１号

甲　越谷市

市長　　　福　田　　　晃
 （法人所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　
乙　（法人名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　（代表者氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　
別記
個人情報取扱特記事項

（基本事項）

第１　この協定により、越谷市（以下「甲」という。）から事務の委託を受けた者（以下「乙」という。）は、この協定による事務（以下、「協定事務」という。）を処理するに当たり、個人情報を取り扱う際には、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を害することのないようにしなければならない。

（委託に伴う報告等）

第２　乙は、甲から、この協定事務の処理状況について、報告、検査等を求められたときは、これに応じなければならない。

（従事者名簿の提出）

第３　乙は、この協定事務に従事する者の氏名及びその所属を記載した名簿を速やかに甲に提出しなければならない。

（秘密保持）

第４　乙は、この協定事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。

２　乙は、この協定事務に従事する者に対し、在職中及び退職後においても、当該協定事務に係る個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことその他個人情報の保護に関し必要な事項を周知しなければならない。

３　前２項の規定は、この協定が終了し、又は解除された後においても同様とする。

（厳重な保管及び搬送）

第５　乙は、この協定事務に係る個人情報の漏えい、改ざん、滅失、き損その他の事故を防止するため、個人情報の厳重な保管に努めるとともに、委託を受けた個人情報の搬送は、第３の規定により提出した名簿に記載されている従事者に行わせなければならない。

（電子計算組織の結合の制限）

第６　乙は、甲の承諾があったときを除き、この協定事務について、電子計算組織を利用して個人情報を処理するときは、当該電子計算組織以外の電子計算組織と通信回線による結合をしてはならない。

（再委託の禁止等）

第７　乙は、この協定による個人情報の処理を自ら行うものとし、第三者にその処理を委託してはならない。ただし、甲の承諾があったときは、第三者に再委託をすることができる。この場合において、乙は、甲との協定書等と同等の再委託協定を締結するとともに、再委託協定をした者が乙との協定書等の内容を遵守しているか監督をし、その結果を速やかに甲に報告しなければならない。

（委託目的以外の利用等の禁止）

第８　乙は、甲の指示又は承諾があったときを除き、この協定事務に係る個人情報を当該事務の処理以外の目的に使用し、又は第三者に提供してはならない。

（複写及び複製の禁止）

第９　乙は、甲の指示又は承諾があったときを除き、この協定事務に係る個人情報を複写し、又は複製をしてはならない。
（罰則の説明）

第１０　乙は、この協定事務に従事している者又は従事していた者が、当該協定事務に係る個人情報を正当な理由がないのに提供したとき、又は自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、若しくは盗用したときは、罰則の適用があることを従事者に説明し理解させなければならない。
（事故発生時の報告義務）

第１１　乙は、この個人情報取扱特記事項に違反する事態が生じ、若しくは生じるおそれがあることを知ったとき、又は再委託協定をした者との協定書等に違反する事態が生じ、若しくは生じるおそれがあることを知ったときは、速やかに、甲に報告し、その指示に従わなければならない。この協定が終了し、又は解除された後においても、同様とする。

（個人情報の返還又は処分）

第１２　乙は、この協定が終了し、又は解除された場合は、この協定事務に係る個人情報を速やかに甲に返還し、又は甲の指示若しくは承諾があるときは、漏えいを来さない方法で、確実に処分しなければならない。

（措置事項に違反した場合の協定解除及び損害賠償）

第１３　甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項に違反していると認めたとき、又は再委託協定をした者が乙との協定書等の内容に違反していると認めたときは、乙に協定の解除および損害賠償の請求をすることができるものとする。

（その他）

第１４　乙は、第１から第１３に掲げるもののほか、個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。
